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要旨 

【目的】一公立精神科病院において入院ケアにおける包括的支援マネジメントすなわち入院

ケースマネジメント（hospital based inpatient case management: HICM）について、HICM

を提供した群（介入群）とそうでない群（対照群）の特性比較を行い、HICM の効果と関連因

子を検証することを目的とした。 

【方法】介入群は、HICM を導入した後の 2019 年 7 月 1 日～2020 年 10 月 31 日の入院患者で

ある。年齢、診断、対象医療機関において退院後の医療継続がある見通しの観点で、研究上

の導入基準と除外基準に合致した者を分析の対象とした。対照群は、2017 年 4 月 1 日から

2018 年 3 月 31 日に精神科救急病棟に入院をした全患者である。データは診療録から、患者

の属性等、経済的支援状況、病歴、入退院時の精神症状及び社会機能、退院支援内容、訪問

看護・福祉サービス利用予定、包括的支援マネジメント導入基準を収集した。両群の入院時

および再入院時（再入院者のみ）の特性を、統計解析を用いて 2 群比較した。倫理的配慮と

して、研究実施機関の倫理委員会の承認を得た。 

【結果】介入群は 54 名、対照群は 149 名、合計 203 名であった。対象者には女性の割合が

高く、F2 と F3 の診断が中心であった。入院前のサービス利用状況は、両群に統計上の差は

なかった。介入群の特徴として、「社会的役割遂行」「地域生活遂行」「自傷、自殺企図」「内

服の継続」に課題がある割合が高く、複数の課題を抱えていた。介入群は、入院中の多職種

会議（p<0.001）、ケア会議（p<0.001）の実施率が向上した。当初入院期間は、対照群 54.0

日に比して 65.0 日と有意に延長したが（p=0.034）、介入群の再入院期間は減少した

（p=0.042）、当初入院や再入院時ともに入院期間のばらつきが小さかった。再入院率に有意

差はなかったが、生命の維持が危惧されるような悪化を伴った再入院率は、対照群 16.1％と

比較し介入群は 3.7％と有意に低率であった（ログランク検定 p=0.0205）。また、包括支援

による悪化再入院予防効果は HR0.24（95%CI：0.006‐1.05）と有意な傾向にあり

（p=0.058）、悪化再入院には退院時の BPRS が有意に関与していた（HR:1.10,95%CI :1.05-

1.15)。 
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【考察】介入群では精神病性障害に加え、複数の生活課題を持ち合わせていた。また対照群

に比して当初入院期間は長い傾向にあったが、支援の実施により再入院日数は減少し、極端

な悪化を伴う再入院はなく、当初入院や再入院時ともに入院期間のばらつきが小さかった。

ここから、支援ニーズに基づく入院ケアにおける包括支援マネジメントの提供は、地域生活

維持に有効であり、支援ニーズに対応する戦略的な支援の提供につながると考えられた。 

【結論】入院ケアにおける HICM の実施は、対象者の生活上のニーズに着目した、効果的か

つ戦略的な患者支援につながることが見込まれた。 

 

A. 研究の背景と目的 

我が国の精神科医療では地域移行が推進さ

れ、入院 1 年後の退院率は 2004 年の約 73％

から 2016 年には約 89％と上昇している 1）。他

方で、退院者の約 4 割は 1 年以内に再入院を

しており、入院医療から地域生活への連続的

なケアの必要性が指摘されている 2-3）。最近で

は一層の入院期間の短期化が図られており 4)、

これまで以上に入院中のケアの充実と、入院

中から地域生活の定着に働きかける連続的ケ

アが重要性になると言える。 

ケースマネジメントは、精神障害者の複合

化・複雑化した支援ニーズに対応しながら、

安心した地域生活を行えるようにするための

中核的な支援技法であるが 5)。連続的ケアの

文脈においても有用性が評価されている 6)。

本研究班では、入院によるケースマネジメン

ト (hospital based inpatient case 

management: HICM)と集中的ケースマネジメ

ント（Intensive case management; ICM）を

含めた広義のケースマネジメントを「包括的

支援マネジメント」と称し（詳細は、総括研究

報告書を参照）、包括的支援マネジメントと多

様なアウトカムとの関連の検証を行っている。 

一方で、これまでの研究においては主にICM

の効果の報告に焦点化されており 7-9)、入院ケ

アにおけるケースマネジメントの効果は十分

に評価されていない。入院におけるケースマ

ネジメントは、診療報酬評価がなされている

精神科退院時共同指導料として重要なケアに

位置づいていることからも、サービス評価の

必要性が高い。 

そこで本研究は、一公立精神科病院におい

て、入院ケアにおける包括的支援マネジメン

ト（以下、「HICM」）を行い、HICM を提供した

群（介入群）とそうでない群（対照群）の特性

比較を用いて、HICM の効果と関連因子を検証

することを目的とした。 

 

 

B.方法 

１ デザイン（図１） 

本研究は、HICM を提供した群（介入群）と

そうでない群（対照群）の入院時と再入院時

の 2 時点における特性比較を行う観察研究で

ある。 

 

２ HICM の構築 

 ここでは研究対象機関の概略と HICM 導入

前後の支援の流れを示す。 

１） 研究対象機関の概略 

当該医療機関は、北陸地方の中部にある人

口 36,000 人の市にある精神科医療機関で、精

神科病床 400 床（スーパー救急病棟 44 床、急

性期治療病棟50床、認知症治療病棟50床等）

を有している。精神科の診療の特徴として、

精神科救急医療システムの基幹病院であると

同時に、認知症など老年期の精神科医療を 2

本の柱としつつ、依存症医療、児童思春期精

神科医療、周産期精神疾患の地域連携拠点病

院の指定を受けている。 

 

２） HICM 導入前の支援（図 2） 

 導入前の入院から退院までの支援の流れを
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図 2 に示した。 

 入院後、現実検討能力の回復を目安に、

家族の意向も含め退院評価を実施。 

 評価の実施は、担当者（医師、精神保健

福祉士、看護師、作業療法士）が独自に

評価し、ケースやスタッフによって情報

の共有や連携がなされる場合とそうでな

い場合があった。 

 評価に基づき、疾病理解や生活環境など

に課題があれば、必要な疾病教育や退院

前訪問などを利用した生活環境調整を行

っていた。 

 退院が困難であることが見込まれる場合

は、院内外含め情報の共有を行っていた。 

 医師の許可・家族の受け入れが優先され、

本人のニーズや多職種による検討が反映

されにくいことや、患者ごとに退院後の

支援計画の立案に差が見られる課題があ

った。 

 

３） 導入後の支援（図 3） 

 導入後の支援の流れを図 3 に示した。導入

後の準備は下記の通りであった。 

 定式的な評価や標準化された記録様式を

電子カルテ化した。 

 受け持ち看護師が、入院中にニーズアセ

スメントとケースマネジメントの導入基

準（Case Management Screening Sheet；

ICMSS）7）10)を評価し、アセスメントを行

う役割に位置付けた。 

 退院に向けた支援を開始する前に、多職

種間で情報と目標の共有を目的とした定

型的な会議を設けた。 

 多職種間で支援の役割分担やスケジュー

ルの明確化と共有を図り、支援の効率化

を図った。 

 退院に向けた支援を開始後、外来と地域

支援機関の参加するケア会議を開催する。 

 ケア会議では、入院スタッフと地域スタ

ッフが協働でアセスメント、および支援

計画の作成を行う。 

 必要に応じてケア会議を継続し、モニタ

リングと評価を行う。 

 精神科救急病棟に入院したすべての患者

全てに対し、上記の支援提供を均てん化

するため業務化した。 

 

３ 対象と期間 

介入群は2019年 7月 1日から2020年 10月

31日に当該病棟に入院をした全患者を対象と

した。対照群としてガイドによる診療報酬算

定が行われていない 2017 年 6 月 1 日～2018

年 5 月 31 日に当該病棟に入院をした全患者

を対象とした。 

研究実施にあたっては、介入群に導入基準

と除外基準を設けた。介入群の導入基準は、

①2019 年 7 月から 9月に当該病棟に入院とな

った者、②精神科の主診断を有する者、③同

意撤回のない者とした。除外基準は、①20 歳

未満の者、②65 歳以上の者、③認知症が主診

断の者、④てんかんが主診断の者、⑤入院中

に転院する可能性の高い者、⑥当院で外来治

療を受けない者とした。 

 

４ 収集データ（表 1） 

各種指標を表 1 に示した。人口統計学的デ

ータ、臨床データに加え、包括支援マネジメ

ント導入基準（Case Management Screening 

Sheet；ICMSS）、精神症状（Brief psychiatry 

rating scale；BPRS）11 ）、生活機能評価

（Personal and social performance scale；

PSP）12）に関する指標を収集した。 

収集時期は、入院時と再入院時点であり、

BPRS と PSP については、退院時点のデータも

収集した。 

 

５ 分析方法 

介入群と対照群との入院時点と 1 年以内の

再入院時点の比較を行った。有意水準は両側

0.05 以下とした。統計解析には、EZR1.50 を



- 68 - 
 
 

用いた。 

倫理的配慮として、研究実施機関の倫理委

員会の承認を得た。 

 

６ 統計解析 

１）実装支援対象者の特徴における検討 

属性及び臨床評価の比較、社会的課題の比

較、入院中及び退院後利用予定サービスの比

較に関しては、χ2 乗検定またはフィッシャ

ーの正確検定、マンホイットニーの U 検定を

用いた。 

 

２）実装支援による効果の検討 

入院期間の比較は、対応のない検定：マン

ホイットニーの U 検定、対応のある検定：ウ

ィルコクソンの符号順位検定を使用した。 

 

３）３６５日以内の再入院率の比較 

χ2乗検定またはフィッシャーの正確検定、

および log-rank 検定を用いた。 

 

４）365 日以内の悪化再入院率の比較 

再入院の際に、医療など専門的な支援がな

いと生命の維持に支障のあるPSP評価が30以

下となる群を悪化再入院と定義した（以下、

「悪化再入院」）。そのうえで、χ2 乗検定また

はフィッシャーの正確検定、log-rank 検定、

cox 比例ハザード分析を用いた。 

また再入院に交絡する要因は、単変量解析

を行い「BPRS」「診断」「サービス利用」「年

齢」「性別」とした。 

 

５）再入院時の社会的課題の変化の比較 

当初入院にて ICMSS 評価で問題のあった者

が再入院時に問題なしになった割合と、問題

が無かったものが問題有りになった割合を、

χ2 乗検定またはフィッシャーの正確検定を

用いて比較した。 

 

 

C.結果 

１ 調査対象 

2019 年 7 月 1 日から 2020 年 10 月 31 日に

調査対象病棟に入院をした患者は、全 200 名

であった。このうち除外基準に該当した患者

は、計 146 名であった。その内容は、①年齢

（20 歳未満、65 歳以上を除く）46 名、②主

診断（認知症とてんかんを除く）2 名、③退

院後の見通し（転院の可能性が高い、退院後

の外来が他院である）28 名、④院内の体制

に基づく除外（転棟・その他）66 名の通り

となった。これらを除いた 54 名が HICM の対

象となり、当該 54 名を本稿における分析の

対象とした。 

対照群は 2017 年 6 月 1 日～2018 年 5 月 31

日に調査対象病棟を退院した 161 名で、退院

後に他院へ通院するなどの理由により追跡不

可能例 12 名を除いた 149 名を対照群とし

た。 

２ 特性の比較 

１）属性及び臨床評価の比較（表２） 

 性別、年齢の分布に有意な差はなかった。

疾患の分布においても有意な差はなく、両群

共に F２、F3 が占めており対照群では F2

（37.6％）F3（36.2％）、介入群では F2

（42.6％）F3（44.4％）であった。 

 生活機能評価の比較において入院時評価で

は、対照群の PSP 総点における中央値が

30.0 点に対し、介入群は 41.5 点と有意に高

い結果であった（p=0.003）。退院時において

も対照群 65.00 点に比較し介入群は 71.0 点

と有意に高い結果であった（p<0.001）。精神

症状の評価の比較において、退院時の BPRS

の総点に有意な差はなく、対照群 24.0 点に

対し介入群は 26.0 点であった。 

 

２）ICMSS の比較（表３） 

ICMSS による比較において、介入群では、

対照群より有意に高かった項目は、「社会的

役割遂行に課題がある」（p<0.001）、地域生
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活遂行に課題がある」（p=0.018）、「自傷、自

殺企図がある」（p=0.010）、「内服の継続に課

題がある」（p=0.039）、「定期的な通院に課題

がある」（p=0.043）であった。 

また、有意な統計上の差は得られていない

が、「家族への暴力」（p=0.078）、「過去の行

政介入歴」（p=0.053）、「同居家族に支援を要

する」（p=0.087）は、介入群が高率に有して

いた。 

 

３）利用（予定）サービスの比較 

（表４，５） 

入院中に院内の多職種チームによる会議開

催率は、介入群が 100％であり、対照群

26.8％であった（p<0.001）。また、院外の支

援者が参加するケア会議の開催率においても

介入群が 87.0％に対し、対照群は 26.8％に

とどまっていた（p<0.001）。 

退院後の利用予定サービスの分布に差はな

かった。 

 

３ 入院期間の比較と再入院率 

１）入院期間の比較（表６、図４） 

入院期間は対照群の中央値 54.0 日に比較

して 65.0 日と有意に延長した（p=0.034）。

再入院期間を両群において対応のない t 検定

を行ったところ、対照群 61.0 日に対し、介

入群は 49.0 日と減少していたが統計的には

有意では無かった。ウィルコクソンの符号順

位検定を用いて対応のある分析を行ったとこ

ろ、再入院と当初入院期間との差分は対照群

が-１日なところ、介入群は-31 日と有意に

減少していた（p=0.042）。また入院期間にお

ける分散を比較すると、当初入院期間が対照

群 SD±31.89 に対し、介入群が SD±23.65、

再入院期間が対照群 SD±81.14 に対し SD±

23.76 であり、介入群は入院期間のばらつき

が小さい結果となった。 

 

 

２）再入院率（表７、図５） 

再入院率は対照群 27.5％に対し 24.1％で

あり、統計的な有意差はなかった。 

 

３）悪化再入院率（表８、表９-１、表９-

２、図６） 

介入群の悪化再入院率は、対照群 16.1％

と比較し 3.7％と有意に低く（p=0.018）、

log-rank 検定においても有意に低い結果で

あった（p=0.0205）。 

設定した再入院に交絡する要因を「BPRS」

「診断」「サービス利用」「年齢」「性別」と

設定したときに（表 9-1）、介入群の悪化再

入院予防は HR0.24（95%CI：0.006‐1.05）

と有意な傾向にあった（p=0.058）。また、

BPRS が HR1.10（95%CI :1.05‐1.15）と有意

に関連していた（p<0.001）（表 9-２）。 

 

４）再入院時の ICMSS の変化（表 10，11） 

当初入院の ICMSS 評価で問題のあった者が

再入院時に問題なしとなった割合を比較した

ところ、介入群では「家族以外への暴力等に

関する課題」（p=0.028）、「自傷・自殺企図に

関する課題」（p=0.002）、「過去の行政介入

歴」（p=0.039）で有意に改善していた。逆に

問題のなかったものが有意に悪化した項目は

なかった。 

 

 

D.考察 

本研究の目的は、HICM の効果と関連する

因子を検証することである。下記に、得られ

たデータをもとに、HICM を必要とした対象

の特性、および効果を考察する。 

 

１）包括支援体制を必要とした者の特性 

介入群と対照群の特性の比較から、介入群

では、精神病性障害を持ち、「社会的役割遂

行」「地域生活遂行」「自傷、自殺企図」「内

服の継続」「定期的な通院」に課題がある割
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合が高く、さらに複数の課題を抱えている者

であることが明らかになった。一方で、当初

入院の BPRS や PSP の得点は、対照群のほう

が低得点である傾向が把握された。利用サー

ビスにおいては、介入群と対照群に統計的な

有意差は見られなかった。 

 欧米における ICM は、精神病性障害を有す

る者が対象となるが 5)、本研究においても

HICM を要した対象者中の精神病性障害を有

する者は 87％に及んだ。一方で、精神病症

状や生活レベルを評価し利用サービスを把握

した範囲では、一見、介入群は対照群よりも

良好な状態であるように見えた。しかし

ICMSS スコアにおいては重度であった。した

がって、HICM の対象者は、従来通りの精神

症状レベルや生活機能レベルからは把握でき

ない日常生活上の課題を抱えている者である

と考えられた。患者の退院後の地域生活の継

続に寄与する入院ケアとするためには、地域

生活に影響する要因を含めて多角的に把握す

ることが非常に重要であり、ICMSS は課題の

特定に有用であることが示唆された。 

 

２） 包括支援の効果 

包括支援体制の導入により、入院中の多職

種会議、外部支援者も出席するケア会議の実

施率が向上した。また、介入群の当初入院期

間は対照群に比して長く、当初入院や再入院

時共に入院期間のばらつきが軽減されてお

り、介入群の再入院期間は、当初入院期間と

比べ有意に減少した。一方で、再入院率には

有意な差はなかったが、介入群では、生命の

維持が危惧されるような悪化を伴った再入院

が低率で、包括支援体制の悪化再入院予防効

果は有意な傾向にあった（p=0.058）。悪化再

入院には退院時の BPRS が有意に関与してい

た（HR:1.10,95%CI :1.05-1.15)。 

 入院から地域への連続的なケアのシステマ

ティックレビューでは 15 種の介入が評価さ

れ、再入院率への効果は低いものの、サービ

ス満足度が高く、戦略的な支援となることが

明らかにされている 13）。連続的ケアのうち、

入院中に高率に提供された支援要素は、ニー

ズ評価、ケア計画（クライシスプランを含

む）、社会心理的治療であった。退院後の支

援で、タイムリーなフォローアップの機会と

計画のモニタリング、入院と外来及び地域支

援者のコミュニケーションであった。これら

の要素を含み構成されている本 HICM は、連

続的ケアの観点で、支援内容と効果ともに妥

当な結果を得たと考えられた。 

また、従来からケースマネジメントの効果

と再入院率の減少との関連は消極的であった
5-6)。本研究においても、介入群と対照群の再

入院率に、統計的な有意差はなかった。一方

で、悪化再入院と再入院期間は減少し、さら

に入院期間のばらつきが軽減したことは、適

切な生活課題の抽出とアセスメント、および

治療計画による効果があったと考えられる。

課題の抽出を適切に行い、そこへの重点的な

支援提供を目的とした再入院であったからこ

そ、地域生活の継続に困る課題が解決された

時点で、退院に踏み切れたと思われる。 

このように入院機能を活用することは、悪

化再入院予防や、地域生活を送るうえで困る

課題の解決という効果を得るために有効であ

ると考えられる。また、入院機能を、地域生

活を送るうえでの課題解決の手段として活用

する考え方のもとでは、再入院は戦略的な支

援方法であるとも言えた。医療機関が、地域

生活上の困りごとに応じて、入院によらなけ

ればできない治療の提供機関として機能する

ことによって、効果的かつ効率的に医療を提

供できると思われた。 

 

３）今後に向けて 

本調査結果から、介入群の再入院率は、対

照群に比べて低率であった。また再入院時の

ICMSS では「家族以外への暴力等」「自傷、

自殺」「過去の行政介入歴」が有意に改善さ
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れた。また、有意に悪化した項目はなかっ

た。 

連続的ケアの実施により再入院率が低下す

ることを示した報告はあるが、3 カ月や 12

か月などの短期的な経過では効果が実証は難

しいことが指摘されている 14）。本研究におい

ても、再入院は 365 日以内の把握にとどまっ

ており、これらの長期的な経過の把握や、再

入院に至るまでの経緯などの事例性を把握し

ていくことは課題である。 

 

結論 

 本研究は、一公立精神科病院における

HICM を提供した介入群）とそうでない群

（対照群）の特性比較を行い、HICM の効果

と関連因子を検証することを目的とした。 

介入群では精神障害と生活機能が悪化して

いることに加え、複数の生活課題を持ち合わ

せていた。このため、対照群に比して当初入

院期間は長い一方で再入院日数は減少し、極

端な悪化を伴う再入院もなかった。これから

のことから、支援ニーズに基づく HICM によ

り、地域生活の定着に効果的な支援につなが

っていることが示唆された。また、長期的な

経過を把握する必要はあるが、戦略的な支援

の提供につながることが見込まれた。 

今後、本研究のさらなる分析や、精神科退

院時共同指導料の拡充により、HICM の効果

に関連する新たな知見や HICM のコア要素が

見出されることが期待される。 
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表 1 評価項目 

 

 

表２ 属性及び臨床評価の比較 

項目 詳細 入院時 退院時 再入院時
インテークに関わる項目（基礎情報）

　年齢・性別・住居・家族・仕事・通院手段 〇
　診断名・合併症・過去の入院状況 〇 〇
　利用中のサービス（医療・障害福祉・高齢福祉） 〇 〇
  行政の介入の有無 〇 〇

各種指標
包括的支援マネジメント導入基準　＊１ 〇 〇
　（Case Management Screening Sheet；ICMSS）
精神症状評価尺度 〇
　（brief psychiatry rating scale；BPRS）
機能評価 〇 〇 〇
　（personal and social performance scale；PSP）

包括的支援マネジメント支援計画に関わる項目
ケア会議の開催状況・実施目的・参加者 〇

転帰に関わる項目
再入院状況 〇

＊１対照群のICMSSに関しては、入院中に関わったスタッフ複数名で後ろ向きに評価を行った。

評価項目 時期

対照群 (n=149) 介入群 (n=54)
項目 n (%) n (%)
性別 女性  65 ( 43.6) 32 ( 59.3) 0.057 註２

男性  84 ( 56.4) 22 ( 40.7) 
年齢 45.00 [34.00, 60.00]41.50 [32.00, 51.00] 0.058 註３

Fコード F0   6 (  4.0)  0 (  0.0) 0.358 註２

F1   8 (  5.4)  0 (  0.0) 
F2  56 ( 37.6) 23 ( 42.6) 
F3  54 ( 36.2) 24 ( 44.4) 
F4   6 (  4.0)  1 (  1.9) 
F5   3 (  2.0)  0 (  0.0) 
F6   2 (  1.3)  1 (  1.9) 
F7  10 (  6.7)  2 (  3.7) 
F8   4 (  2.7)  3 (  5.6) 

入院時 社会機能（PSP）総合得点 30.00 [21.00, 45.00]41.50 [26.00, 55.75] 0.003 ** 註３

退院時 社会機能（PSP）総合得点 65.00 [60.00, 72.00]71.00 [65.00, 78.00] <0.001 ** 註３

退院時 BPRS 24.00 [21.00, 32.00]26.00 [21.00, 30.75] 0.962 註３

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test
＊P＜0.05　**P＜0.001

P値
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表３ 当初入院時の ICMSS の比較 

 

 

 

表４ ケア会議の実施状況の比較 

 

対照群 (n=149) 介入群 (n=54)

項目 n (%) n (%)
導入基準１ (%) なし  51 ( 34.2)  4 (  7.4) <0.001 ** 註１

（社会的役割遂行） あり  98 ( 65.8) 50 ( 92.6) 
導入基準２ (%) なし  37 ( 24.8)  5 (  9.3) 0.018 * 註２

（地域生活課題遂行） あり 112 ( 75.2) 49 ( 90.7) 
導入基準３ (%) なし  78 ( 52.3) 32 ( 59.3) 0.427 註２

（家族以外への暴力・近隣迷惑行為） あり  71 ( 47.7) 22 ( 40.7) 
導入基準４ (%) なし 141 ( 94.6) 51 ( 94.4) 1.000 註１

（行方不明・居住先を失う） あり   8 (  5.4)  3 (  5.6) 
導入基準５ (%) なし 110 ( 73.8) 29 ( 53.7) 0.010 * 註２

（自傷・自殺） あり  39 ( 26.2) 25 ( 46.3) 
導入基準６ (%) なし  68 ( 45.6) 17 ( 31.5) 0.078 註２

（家族への暴力） あり  81 ( 54.4) 37 ( 68.5) 
導入基準７ (%) なし  93 ( 62.4) 25 ( 46.3) 0.053 註２

（警察・保健所介入） あり  56 ( 37.6) 29 ( 53.7) 
導入基準８ (%) なし  83 ( 55.7) 21 ( 38.9) 0.039 * 註２

（定期的な服薬） あり  66 ( 44.3) 33 ( 61.1) 
導入基準９ (%) なし 106 (71.1) 30 (55.6) 0.043 * 註２

（定期的な通院） あり  43 (28.9) 24 (44.4) 
導入基準１０ (%) なし  40 ( 26.8) 11 ( 20.4) 0.464 註２

（病識） あり 109 ( 73.2) 43 ( 79.6) 
導入基準１１ (%) なし 142 ( 95.3) 49 ( 90.7) 0.309 註２

（措置入院） あり   7 (  4.7)  5 (  9.3) 
導入基準１２ (%) なし 129 ( 86.6) 43 ( 79.6) 0.269 註２

（日常生活・医療などの支払いにおける経済的な問題） あり  20 ( 13.4) 11 ( 20.4) 

導入基準１３ (%) 無し 144 ( 96.6) 51 ( 94.4) 0.441 註２

（家賃の支払いにおける経済的な問題） 有り   5 (  3.4)  3 (  5.6) 
導入基準１４ (%) 無し 129 ( 86.6) 48 ( 88.9) 0.814 註２

（支援する家族がいない） 有り  20 ( 13.4)  6 ( 11.1) 
導入基準１５ (%) 無し 135 ( 90.6) 44 ( 81.5) 0.087 註２

（同居家族が支援を要する） 有り  14 (  9.4) 10 ( 18.5) 

＊P＜0.05　**P＜0.001
註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test

P値

対照群 (n=149) 介入群 (n=54)
n (%) n (%)

なし 109 ( 73.2)  0 (  0.0) <0.001 ** 註１

あり  40 ( 26.8) 54 (100.0) 
なし 109 ( 73.2)  7 ( 13.0) <0.001 ** 註１

あり  40 ( 26.8) 47 ( 87.0) 
註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test

P値

院内の多職種チームによる会議開催有無 (%)

院内の多職種チームが開催する.院外の支援者が参
加するケア会議の開催開催有無 (%)

＊P＜0.05　**P＜0.001
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表５ 利用サービスの比較 

 

 

 

表６ 当初入院期間の比較 

 

対照群 (n=149) 介入群 (n=54)
項目 n (%) n (%)
サービス利用 (%) なし 107 ( 71.8) 35 ( 64.8) 0.387 註２

あり  42 ( 28.2) 19 ( 35.2) 
デイケア (%) なし 137 ( 91.9) 51 ( 94.4) 0.763 註２

あり  12 (  8.1)  3 (  5.6) 
訪問 (%) なし 134 ( 89.9) 44 ( 81.5) 0.145 註２

あり  15 ( 10.1) 10 ( 18.5) 
就労A (%) なし 145 ( 97.3) 50 ( 92.6) 0.213 註２

あり   4 (  2.7)  4 (  7.4) 
就労B (%) なし 135 ( 90.6) 50 ( 92.6) 0.785 註２

あり  14 (  9.4)  4 (  7.4) 
就労移行 (%) なし 149 (100.0) 53 ( 98.1) 0.266 註２

あり   0 (  0.0)  1 (  1.9) 
生活訓練 (%) なし 148 ( 99.3) 54 (100.0) 1.000 註１

あり   1 (  0.7)  0 (  0.0) 
居宅介護 (%) なし 144 ( 96.6) 53 ( 98.1) 1.000 註２

あり   5 (  3.4)  1 (  1.9) 
生活介護 (%) なし 146 ( 98.0) 53 ( 98.1) 1.000 註１

あり   3 (  2.0)  1 (  1.9) 
地域移行支援 (%) なし 148 ( 99.3) 54 (100.0) 1.000 註１

あり   1 (  0.7)  0 (  0.0) 
地活 (%) なし 142 ( 95.3) 53 ( 98.1) 0.684 註２

あり   7 (  4.7)  1 (  1.9) 
註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test
＊P＜0.05　**P＜0.001

P値

対照群 (n=149) 介入群 (n=54) P値
項目 n (%) n (%)
当初入院期間 median 54 65
 average (SD) 52.58 (31.89) 63.15 (23.65)
再入院期間 median 61 49
 average (SD) 76.15 (81.14) 52.09 (23.76)
「当初入院期間」と
「再入院期間」における日数の比較

・両側検定 対照群
（25%,75%） -1〔-23.0, 34.0〕 0.386

・差分(再入院期間 ー 当初入院期間) 介入群
（25%,75%） -31〔-43.0, -8.0〕 0.042 *

註
４

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test　註4：Wilcoxon signed rank test

Group 差分(日)
P値

0.034 * 註
３

0.426 註
３
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表７ 再入院率の比較 

 

 

 

表８ 悪化再入院率の比較 

 

 

 

 

 

Group 対照群 (n=149) 介入群 (n=54) P値
項目 n (%) n (%)
再入院の有無 (%) 無し 108 ( 72.5) 41 ( 75.9) 0.720 註２

有り  41 ( 27.5) 13 ( 24.1) 
註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test
＊P＜0.05　**P＜0.001

Group 対照群 (n=149) 介入群 (n=54) P値
項目 n (%) n (%)
悪化再入院 なし 125 (83.9) 52 (96.3) 0.018 * 註２

（PSP30点以下） あり  24 (16.1)  2 ( 3.7) 
再入院の際に、医療など専門的な支援がないと生命の維持に支障のある、PSP評価が30以下となる群を悪化再入院として
検討した。

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定
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表９-1 再入院に交絡する要因（単変量解析） 

対照群 (n=149) 介入群 (n=54) P値
項目 n (%) n (%)
性別 (%) 女  69 ( 46.3) 28 ( 51.9) 0.527 註２

男  80 ( 53.7) 26 ( 48.1)
Fコード (%) F０   4 (  2.7)  2 (  3.7) 0.086 註２

F１   7 (  4.7)  1 (  1.9)
F２  53 ( 35.6) 26 ( 48.1)
F３  64 ( 43.0) 14 ( 25.9)
F４   5 (  3.4)  2 (  3.7)
F５   3 (  2.0)  0 (  0.0)
F６   3 (  2.0)  0 (  0.0)
F７   5 (  3.4)  7 ( 13.0)
F８   5 (  3.4)  2 (  3.7)

退院後サービス利用予定 (%) なし 112 ( 75.2) 30 ( 55.6) 0.009 ** 註２

あり  37 ( 24.8) 24 ( 44.4)
デイケア (%) なし 138 ( 92.6) 50 ( 92.6) 1 註２

あり  11 (  7.4)  4 (  7.4)
訪問看護(%) なし 134 ( 89.9) 44 ( 81.5) 0.145 註２

あり  15 ( 10.1) 10 ( 18.5)
就労A (%) なし 142 ( 95.3) 53 ( 98.1) 0.684 註２

あり   7 (  4.7)  1 (  1.9)
就労B (%) なし 143 ( 96.0) 42 ( 77.8) <0.001 ** 註２

あり   6 (  4.0) 12 ( 22.2)
就労移行 (%) なし 148 ( 99.3) 54 (100.0) 1 註２

あり   1 (  0.7)  0 (  0.0)
生活訓練 (%) なし 149 (100.0) 53 ( 98.1) 0.266 註２

あり   0 (  0.0)  1 (  1.9)
居宅介護 (%) なし 145 ( 97.3) 52 ( 96.3) 0.658 註２

あり   4 (  2.7)  2 (  3.7)
生活介護 (%) なし 148 ( 99.3) 51 ( 94.4) 0.058 註２

あり   1 (  0.7)  3 (  5.6)
地域移行支援 (%) なし 148 ( 99.3) 54 (100.0) 1 註２

あり   1 (  0.7)  0 (  0.0)
地活 (%) なし 144 ( 96.6) 51 ( 94.4) 0.441 註２

あり   5 (  3.4)  3 (  5.6)

年齢 44.00 [33.00, 
59.00]

44.50 [34.00, 
51.00] 0.948 註３

入院期間 53.00 [30.00, 
78.00]

63.50 [39.25, 
86.00] 0.11 註３

入院時セルフケア  2.00 [1.00, 3.00]  3.00 [1.25, 4.00] 0.051 註３

入院時社会的に有用な活動  4.00 [3.00, 5.00]  4.00 [3.00, 5.00] 0.35 註３

入院時個人的.社会的関係  4.00 [3.00, 5.00]  4.00 [3.00, 5.00] 0.451 註３

入院時不穏な.攻撃的な行動  4.00 [2.00, 5.00]  4.00 [2.00, 5.00] 0.718 註３

入院時PSP総合得点 35.00 [22.00, 
50.00]

31.00 [21.00, 
48.75] 0.407 註３

退院時PSP総合得点 70.00 [63.00, 
75.00]

65.00 [60.00, 
71.00] 0.028

*
註３

退院時セルフケア  1.00 [1.00, 2.00]  2.00 [1.00, 2.00] <0.001 ** 註３

退院時社会的に有用な活動  2.00 [2.00, 3.00]  2.00 [2.00, 3.00] 0.574 註３

退院時個人的.社会的関係  2.00 [2.00, 3.00]  2.00 [2.00, 3.00] 0.011 * 註３

退院時不穏な.攻撃的な行動  1.00 [1.00, 2.00]  1.00 [1.00, 2.00] 0.074 註３

退院時BPRS 24.00 [20.00, 
31.00]

26.00 [23.00, 
34.00] 0.009

**
註３

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　註３:Mann-Whitney U Test
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表９－２ 再入院に影響する因子 

 

 

 

 

項目 Hazard.ratio P値
包括的支援マネジメント なし 1 0.058

あり 0.24 (0.06-1.05)
退院時の病状 BPRS 1.10 (1.05-1.15) 0.0002
単変量により再入院に交絡する要因を検討した。その結果から「BPRS」「診断」「サービス利用」
「年齢」「性別」を交絡要因として投入し、AICを用いてモデル選択を行った。

Time：退院後365日の追跡期間（悪化再入院時右側打ち切り）
Event：悪化再入院（再入院時PSP3０点以下）
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表 10 再入院時の改善項目（ICMSS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Factor Group 対照群 介入群 p.value p.value
n 41 13
再入院時改善項目　導入基準１ (%) なし 39 ( 95.1) 11 ( 84.6) 0.242 0.514 註２
（社会的役割遂行） あり  2 (  4.9)  2 ( 15.4) 
再入院時改善項目　導入基準２ (%) なし 37 ( 90.2) 12 ( 92.3) 1.000 1 註１
（地域生活課題遂行） あり  4 (  9.8)  1 (  7.7) 
再入院時改善項目　導入基準３ (%) なし 37 ( 90.2)  8 ( 61.5) 0.028 * 0.046 註２
（家族以外への暴力・近隣迷惑行為） あり  4 (  9.8)  5 ( 38.5) 
再入院時改善項目　導入基準４ (%) なし 41 (100.0) 13 (100.0)  NA  NA 註１
（行方不明・居住先を失う） あり
再入院時改善項目　導入基準５ (%) なし 40 ( 97.6)  8 ( 61.5) 0.002 ** 0.002 註１
（自傷・自殺） あり  1 (  2.4)  5 ( 38.5) 
再入院時改善項目　導入基準６ (%) なし 38 ( 92.7) 10 ( 76.9) 0.143 0.285 註２
（家族への暴力） あり  3 (  7.3)  3 ( 23.1) 
再入院時改善項目　導入基準７ (%) なし 40 ( 97.6) 10 ( 76.9) 0.039 * 0.062 註２
（警察・保健所介入） あり  1 (  2.4)  3 ( 23.1) 
再入院時改善項目　導入基準８ (%) なし 36 ( 87.8) 11 ( 84.6) 1.000 1 註１
（定期的な服薬） あり  5 ( 12.2)  2 ( 15.4) 
再入院時改善項目　導入基準９ (%) なし 37 ( 90.2) 10 ( 76.9) 0.340 0.44 註２
（定期的な通院） あり  4 (  9.8)  3 ( 23.1) 
再入院時改善項目　導入基準１０ (%) なし 34 ( 82.9) 12 ( 92.3) 0.663 0.703 註２
（病識） あり  7 ( 17.1)  1 (  7.7) 
再入院時改善項目　導入基準１１ (%) なし 39 ( 95.1) 13 (100.0) 1.000 1 註１
（措置入院） あり  2 (  4.9)  0 (  0.0) 
再入院時改善項目　導入基準１２ (%) なし 37 ( 90.2) 11 ( 84.6) 0.623 0.955 註２
（日常生活・医療などの支払いにおける経済的な問題） あり  4 (  9.8)  2 ( 15.4) 
再入院時改善項目　導入基準１３ (%) なし 41 (100.0) 13 (100.0)  NA  NA 註１
（家賃の支払いにおける経済的な問題） あり
再入院時改善項目　導入基準１４ (%) なし 39 ( 95.1) 12 ( 92.3) 1.000 1 註１
（支援する家族がいない） あり  2 (  4.9)  1 (  7.7) 
再入院時改善項目　導入基準１５ (%) なし 40 ( 97.6) 12 ( 92.3) 0.427 0.975 註２
（同居家族が支援を要する） あり  1 (  2.4)  1 (  7.7) 

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　

当初入院にてICMSS評価で問題のあった者が再入院時に問題なしとなった割合を比較した。
（課題有りだった者が再入院時に課題無しに変化した割合）
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表 11 再入院時の悪化項目（ICMSS） 

 

 

 

 

 

 

Factor Group 対照群 介入群 p.value
n 41 13
再入院時悪化項目　導入基準１ (%) なし 32 ( 78.0) 13 (100.0) 0.094 註２
（社会的役割遂行） あり  9 ( 22.0)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準２ (%) なし 37 ( 90.2) 13 (100.0) 0.562 註２
（地域生活課題遂行） あり  4 (  9.8)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準３ (%) なし 40 ( 97.6) 13 (100.0) 1.000 註１
（家族以外への暴力・近隣迷惑行為） あり  1 (  2.4)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準４ (%) なし 41 (100.0) 12 ( 92.3) 0.241 註２
（行方不明・居住先を失う） あり  0 (  0.0)  1 (  7.7) 
再入院時悪化項目　導入基準５ (%) なし 39 ( 95.1) 12 ( 92.3) 1.000 註１
（自傷・自殺） あり  2 (  4.9)  1 (  7.7) 
再入院時悪化項目　導入基準６ (%) なし 40 ( 97.6) 12 ( 92.3) 0.427 註２
（家族への暴力） あり  1 (  2.4)  1 (  7.7) 
再入院時悪化項目　導入基準７ (%) なし 41 (100.0) 11 ( 84.6) 0.055 註２
（警察・保健所介入） あり  0 (  0.0)  2 ( 15.4) 
再入院時悪化項目　導入基準８ (%) なし 37 ( 90.2) 12 ( 92.3) 1.000 註１
（定期的な服薬） あり  4 (  9.8)  1 (  7.7) 
再入院時悪化項目　導入基準９ (%) なし 38 ( 92.7) 11 ( 84.6) 0.584 註２
（定期的な通院） あり  3 (  7.3)  2 ( 15.4) 
再入院時悪化項目　導入基準１０ (%) なし 39 ( 95.1) 13 (100.0) 1.000 註１
（病識） あり  2 (  4.9)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準１１ (%) なし 39 ( 95.1) 13 (100.0) 1.000 註１
（措置入院） あり  2 (  4.9)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準１２ (%) なし 41 (100.0) 13 (100.0)  NA 註１
（日常生活・医療などの支払いにおける経済的な問題） あり
再入院時悪化項目　導入基準１３ (%) なし 40 ( 97.6) 13 (100.0) 1.000 註１
（家賃の支払いにおける経済的な問題） あり  1 (  2.4)  0 (  0.0) 
再入院時悪化項目　導入基準１４ (%) なし 37 ( 90.2) 11 ( 84.6) 0.623 註２
（支援する家族がいない） あり  4 (  9.8)  2 ( 15.4) 
再入院時悪化項目　導入基準１５ (%) なし 39 ( 95.1) 13 (100.0) 1.000 註１
（同居家族が支援を要する） あり  2 (  4.9)  0 (  0.0) 

註１:χ二乗検定　註２:Fisherの正確検定　

当初入院にてICMSS評価で問題の無かった者が再入院時に問題ありとなった割合を比較した。
（課題無しだった者が再入院時に課題有りに変化した割合）
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図 1 研究デザイン 

 

 

 

図 2 包括支援体制導入前の入院から退院までの流れ 
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図 3 包括支援体制導入後の入院から退院までの流れ 

 

 

       

         当初入院                再入院 

図４ 入院期間の分散 
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図５ 再入院率（log-rank 検定） 

 

 

 

図６ 悪化再入院率（log-rank 検定） 


